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「輸出管理内部規程の届出等について」の一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分）

○輸出管理内部規程の届出等について（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第６号・輸出注意事項１７第９号）

改 正 後 現 行

本文 (略) 本文 (略)

（様式１）～（様式２）（略） （様式１）～（様式２）（略）
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自己管理チェックリスト
自己管理チェックリスト （記入要領）（略）

（記入要領）（略）

評価項目 Ａ欄 輸出管理内 Ｂ欄 実 備考 評価項目 Ａ欄 輸出管理内 Ｂ欄 実 備考

部規程上の取扱い 際の取組 部規程上の取扱い 際の取組

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略)

包括許可 包括許可

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略)

9-5 包括許可取扱要領Ⅱ４（１）②に規定する返送 (略) (略) (略) 9-5 包括許可取扱要領Ⅰ２（３）①（ⅱ）に規定す (略) (略) (略)

(1) に係る輸出又は包括許可取扱要領Ⅱ４（２）② (1) る返送に係る輸出又は包括許可取扱要領Ⅰ２（

に規定する返送に係る技術の提供を行うに当た ３）②（ⅱ）に規定する返送に係る技術の提供

り、返送のための輸出又は技術の提供であるこ を行うに当たり、返送のための輸出又は技術の

と（用途）、輸入元又は提供元と同一の者に返 提供であること（用途）、輸入元又は提供元と

送すること（需要者又は利用者）及び返送に係 同一の者に返送すること（需要者又は利用者）

る輸出又は技術の提供の条件に適合しているこ 及び返送に係る輸出又は技術の提供の条件に適

との確認を行う規定を定め、実行しているか。 合していることの確認を行う規定を定め、実行

しているか。

9-5 輸出関連書類等が包括許可取扱要領Ⅱ４（１） (略) (略) (略) 9-5 輸出関連書類等が包括許可取扱要領Ⅰ２（３） (略) (略) (略)

(2) ②に規定する返送に係る輸出又は包括許可取扱 (2) ①（ⅱ）に規定する返送に係る輸出又は包括許

要領Ⅱ４（２）②に規定する返送に係る技術の 可取扱要領Ⅰ２（３）②（ⅱ）に規定する返送

提供後一律７年以上保存されるよう定めている に係る技術の提供後一律７年以上保存されるよ

か。 う定めているか。
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（別添） （別添）
特別一般包括許可の返送に係る輸出及び返送に係る技術の提供に係る報告 特別一般包括許可の返送に係る輸出及び返送に係る技術の提供に係る報告

（報告の対象となる期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日） （報告の対象となる期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日）

記 記

許可番号（輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可）： 許可番号（輸出許可）：

許可番号（役務取引許可）： 許可番号（役務取引許可）：

①返送に係る輸出 件 ①返送に係る輸出 件

②返送に係る技術の提供 ②返送に係る技術の提供

提供開始時期 提供地 取引の相手方の氏名又は名称及び 提供技術の概要 提供開始時期 提供地 取引の相手方の氏名又は名称及び 提供技術の概要

住所・居所又は所在地 住所・居所又は所在地

（注１）報告の対象となる期間内における同一の相手方への一連の技術提供については一つに （注１）報告の対象となる期間内における同一の相手方への一連の技術提供については一つに

まとめて記載すること。 まとめて記載すること。

（注２）貨物に内蔵又は付随する技術データ（プログラムを含む。）の返送については記載不 （注２）貨物に内蔵又は付随する技術データ（プログラムを含む。）の返送については記載不

要。 要。

（様式４）～（様式７）（略） （様式４）～（様式７）（略）

（別紙１） （別紙１）
外為法等遵守事項 外為法等遵守事項

Ⅰ (略) Ⅰ (略)
Ⅱ 個別事項（輸出者等遵守基準並びにリスト規制、大量破壊兵器キ Ⅱ 個別事項（輸出者等遵守基準並びにリスト規制、大量破壊兵器キ

ャッチオール規制及び通常兵器補完的輸出規制に対応していること ャッチオール規制及び通常兵器補完的輸出規制に対応していること
。） 。）

１～５ (略) １～５ (略)
６ 資料管理（遵守基準省令第１条第二号チ関係） ６ 資料管理（遵守基準省令第１条第二号チ関係）
（１） (略) （１） (略)
（２）輸出関連書類等を貨物の輸出時・技術の提供時から少なくとも （２）輸出関連書類等を貨物の輸出時・技術の提供時から少なくとも

７年間保存すること（遵守基準省令第１条第二号チを含む。）。 ７年間保存すること（遵守基準省令第１条第二号チを含む。）。
ただし、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）別表第１ ただし、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）別表第１
又は外国為替令（昭和５５年政令第２６０号）別表それぞれの５ 又は外国為替令（昭和５５年政令第２６０号）別表それぞれの５
の項から１６の項までの中欄に掲げる貨物又は技術については、 の項から１６の項までの中欄に掲げる貨物又は技術については、
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貨物の輸出時又は技術の提供時から少なくとも５年間保存するこ 貨物の輸出時又は技術の提供時から少なくとも５年間保存するこ
と（特別一般包括許可を受けた者にあっては、包括許可取扱要領 と（一般包括許可を受けた者にあっては、包括許可取扱要領Ⅰ２
Ⅱ４（１）②に規定する返送に係る輸出又は包括許可取扱要領Ⅱ （３）①（ⅱ）に規定する返送に係る輸出又は包括許可取扱要領
４（２）②に規定する返送に係る技術の提供に該当するものとし Ⅰ２（３）②（ⅱ）に規定する返送に係る技術の提供に該当する
て輸出又は技術の提供をした場合（輸出令別表第１又は外為令別 ものとして輸出又は技術の提供をした場合（輸出令別表第１又は
表の２の項から１５の項までの中欄に掲げるものであるか、１６ 外為令別表の２の項から１５の項までの中欄に掲げるものである
の項の中欄に掲げるものであるか必ずしも明らかでないものの返 か、１６の項の中欄に掲げるものであるか必ずしも明らかでない
送に係る輸出又は技術の提供を含む。）にあっては一律７年間保 ものの返送に係る輸出又は技術の提供を含む。）にあっては一律
存すること）。 ７年間保存すること）。

７～８（略） ７～８（略）

（別紙２）（略） （別紙２）（略）


